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上用賀公園拡張事業（以下「本事業」という。）に関して、世田谷区（以下「区」という。）と応募グ

ループ[  ]の民間収益施設（付帯事業）の整備・運営（以下「付帯事業」という。）を実施する付帯

事業実施企業である[  ]（以下「付帯事業実施企業」という。）との間で、次のとおり合意し、付帯

事業の実施に係る協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

なお、本協定において用いられる用語の定義は、本文中において特に明示されるものを除き、本事

業に係る契約関係書類（上用賀公園拡張事業 基本契約書「別紙 1：用語の定義」に定める契約関係書

類をいう。以下同じ。）に定めるとおりとする。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本協定は、契約関連書類に基づき、区と付帯事業実施企業との間で付帯事業の実施に係る双

方の権利義務について必要な事項を定めるものとする。 

 

（当事者の義務） 

第２条 区及び付帯事業実施企業は、付帯事業の実施にあたって、それぞれ誠実に対応しなければな

らない。 

２ 付帯事業実施企業は、付帯事業において、募集要項等、要求水準書等、事業提案書及び設計成果

物等の内容を遵守しなければならない。 

 

（本協定の有効期間） 

第３条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、特定事業契約の履行が全て終了し

た日を終期とする期間とする。ただし、本協定の有効期間の満了にかかわらず、第８条、第１２条、

第 14 条、第１５条及び第１７条の規定の効力は存続するものとする。 

２ 区と本事業の建設業務を遂行する［建設企業］との間での建設工事請負契約、又は区と本事業の

維持管理及び運営業務を遂行する［維持管理企業・運営企業グループ］との間での指定管理に係る

基本協定の締結に至らなかった場合には、当該締結不調が確定した日をもって本協定は終了するも

のとする。ただし、この場合においても、第８条、第１２条、第 14 条、第１５条及び第１７条の規

定の効力は存続するものとする。 

 

（付帯事業実施企業の契約上の地位） 

第４条 区の書面による事前の承諾がある場合を除き、付帯事業実施企業は、本協定の契約上の地位

及び権利義務を譲渡、担保提供、その他の方法により処分できないものとする。 

 

（保証金） 

第５条 付帯事業実施企業は、本協定に基づいて生ずる一切の付帯事業実施企業の債務を担保するた

め、本協定が成立したときに、区に対し保証金として事業提案書における民間収益施設の規模等に

応じた設置管理許可に伴う使用料 1 ヶ年分に相当する金額【   】円を預託しなければならない。 

２ 区は、付帯事業実施企業に本協定に関して発生する債務の支払遅延が生じたとき、催告なしに保

証金をこれらの債務の弁済に充当することができるものとする。この場合には、区は、弁済充当日、
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弁済充当額及び費用を付帯事業実施企業に書面で通知する。 

３ 付帯事業実施企業は、前項により区から弁済充当の通知を受けた場合には、通知を受けた日から

30 日以内に区に対し保証金の不足額を追加して預託しなければならない。 

４ 保証金は、本事業の終了時に速やかに還付するものとする。なお、利息等の付与は行わないもの

とする。 

 

第２章 付帯事業の実施 

（事業の実施） 

第６条 付帯事業実施企業は、募集要項等、要求水準書等、事業提案書及び設計成果物等に基づいて

本事業における付帯事業を実施するものとする。 

２ 付帯事業の実施は、本事業との相乗効果が期待され、かつ、本施設の用途又は目的を妨げない範

囲において実施可能とするが、事業提案書にて提案し、区が承認した事業に限るものとする。 

３ 付帯事業実施企業は、付帯事業の実施に当たり、事前に区に実施計画書を提出し、承諾を得なけ

ればならない。 

４ 付帯事業実施企業は、特に安全面等、付帯事業の実施に係る全ての管理責任を負うものとし、実

施計画書に定める事業内容を、自己の責任において実施しなければならない。 

５ 付帯事業実施企業は、付帯事業に係る設計業務、建設業務、工事監理業務、維持管理業務及び運

営業務の進捗状況及び内容に関して、定期的に区に報告するものとし、区の要請があったときには、

随時報告を行うこととする。 

 

（事業内容の変更） 

第７条 付帯事業実施企業は、民間収益施設を事業提案書に定める付帯事業の用途として使用するも

のとし､本協定の期間中､他の用途には変更しないものとする｡ただし､真にやむを得ない理由により､

主たる用途である［  ］の運営の継続が困難となった場合は､6 ヶ月前までに区に報告し､区の書

面による承諾を得た上で事業の中止､用途変更することができるものとする｡ 

２ 付帯事業実施企業は、前項の場合であっても、設置管理許可区域を、次に掲げる各号の用途に使

用することはできないものとする｡ 

（1） 風俗営業又はそれに類する用途、犯罪に関わる又は助長する用途、公序良俗に反する用途及

びその他周辺環境の品位や価値を損なう用途 

（2） 騒音・振動・塵埃・視覚的不快感・悪臭・電磁波・危険物等を発生又は使用する等周囲に迷惑

を及ぼすような用途 

（3） 上用賀公園拡張事業要求水準書の趣旨に適合しない用途 

（4） その他、社会通念上、公共施設と並存することが不適当な用途 

３ 付帯事業実施企業は、民間収益施設につき深夜時間帯（21 時以降翌日 9 時以前）に営業を行う用

途に供する場合は、深夜営業をする必要性、目的、近隣住宅等への騒音等の対策等を記載した書面

を提出し区と協議したうえで、区の書面による承諾を得るものとする。 

 

（設計図書等の著作権） 

第８条 区が本事業に必要とされる情報の公開に関して民間収益施設の設計図書等の使用を求めた場
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合、付帯事業実施企業はこれに協力するものとする。 

２ 付帯事業実施企業は、区による設計図書等の使用により、第三者の有する著作権及び著作者人格

権の侵害が生じないよう必要な措置をとるものとする。 

３ 付帯事業実施企業は、その作成する設計図書等が、第三者の有する著作権及び著作者人格権を侵

害したため、第三者に対してその損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならないとき

は、その合理的な範囲の賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずるものとする。 

４ 付帯事業実施企業の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国の

法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法等を使

用した結果生じる責任は、付帯事業実施企業が負うものとする。 

 

（設置管理許可等の付与） 

第９条 区は、本協定締結後、付帯事業実施企業からの申請に基づき、付帯事業を実施する区域が都

市公園として供用される日を始期として、都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第 5 条第 1 項の規

定による設置管理許可を付帯事業実施企業に付与するものとする。 

２ 前項による設置管理許可は前項の設置管理許可を受けた日から最長 5 年とする。ただし、設置管

理許可の更新は可能とし、最長で特定事業契約の履行が全て終了した日を終期とする。 

３ 第 1 項に基づく設置管理許可に係る使用料の額は、世田谷区立公園条例（昭和 33 年 4 月 11 日条

例第 4 号）に基づく金額を設定する。 

４ 付帯事業実施企業は、設置管理許可終了時には、自己の費用をもって設置管理許可部分の建物・

土地を原状に復して区に返還するものとする。ただし、施設の性質や経済合理性を考慮して撤去・

原状回復が相応しくないと認められるときは、区及び付帯事業実施企業で取扱いを協議する場合が

ある。 

５ 区と本事業の建設業務を遂行する［建設企業］との間で建設工事請負契約の締結に至らなかった

場合には、区は、設置管理許可を付与しない。 

６ 設置管理許可を受けた付帯事業実施企業は、その権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

７ 前各項の規定にかかわらず、民間収益施設の着工時から民間収益施設を設置する区域が都市公園

として供用される日までの期間は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の 4 第 7 項に基

づく行政財産の使用許可によるものとし、世田谷区行政財産使用料条例（昭和 39 年 3 月 28 日条例

第 11 号）に基づく使用料は免除とする。 

８  前項による行政財産の使用許可は、民間収益施設の着工時から 1 年とし、使用許可の更新は可能

とする。 

 

（費用負担） 

第１０条 付帯事業実施企業は、次に掲げる費用その他付帯事業に要する一切の費用を負担するもの

とする。 

（1） 民間収益施設の設計・建設に関する費用 
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イ 施設の設計費 

ロ 施設の建設費 

ハ 施設の工事監理費 

ニ 施設の申請及び登記に係る費用 

（2） 民間収益施設の維持管理・運営に関する費用 

イ 維持管理費（修繕・更新費、設備点検、警備、清掃等に係る費用） 

ロ 施設運営費 

ハ 光熱水費 

（3） 設置管理許可使用料 

（4） 民間収益施設所有に係る公租公課 

（5） 保険料 

（6） 事業終了時に係る登記に必要な費用 

（7） 事業終了時における施設撤去費及び原状復旧費 

 

（自己責任） 

第１１条 付帯事業実施企業は、付帯事業の実施に関する一切の責任を負うものとする。 

２ 付帯事業実施企業（付帯事業実施企業の協力者・受託者・下請人等の関係者を含む。）が本事業に

おける付帯事業の実施の過程で第三者に損害を及ぼしたときは、付帯事業実施企業はその一切にお

いて自己の責任で対応する。 

３ 不可抗力により付帯事業の実施に関連した事項について事故・トラブル等が発生した場合、付帯

事業実施企業が、その当該事故・トラブルにより発生した一切において自己の責任で対応する。 

 

（本協定の解除等） 

第１２条 区、付帯事業実施企業のいずれか一方が本協定に違反したときは、相当の期間を定めてそ

の履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、本協定を解除することができる。本協定に違

反した者がその相手方に損害を与えたときは、直ちに合理的な範囲において賠償を請求することが

できるものとする。ただし、本協定締結以前に行った行為に係る費用及び逸失利益は除くものとす

る。 

２ 特定事業契約の全部が、事業期間の終了、解除その他の事由により終了した場合、本協定は当然

に終了する。 

３ 区は、第 1 項の規定により区が本協定を解除した場合、付帯事業実施企業に対し、第 5 条第 1 項

に規定する事業提案書における民間収益施設の規模等に応じた設置管理許可に伴う使用料 1 ヶ年分に相

当する金額を違約金として請求することができるものとする。この場合、区は、第 5 条第 1 項に規

定する保証金を当該違約金に充当することができる。 

４ 前項の規定は、区に生じた損害額が前項に規定する違約金の額を超える場合、区がその超過分に

ついて付帯事業実施企業に賠償を請求することを妨げるものではない。 

 

（法令変更及び不可抗力に対する措置） 

第１３条 区及び付帯事業実施企業は、法令変更若しくは天災地変等の不可抗力により本協定に基づ
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く義務の全部又は一部の履行ができなくなったときは、その内容の詳細を記載した書面をもって直

ちに相手方に通知しなければならない。この場合において、通知を行った者は、通知を発した日以

降、本協定に基づく履行期日における履行義務の全部又は一部を免れるものとする。ただし、各当

事者は法令変更又は不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければなら

ない。 

２ 区及び付帯事業実施企業は、前項に定める通知を発した日以後、直ちに本事業の継続の可否につ

いて協議するものとし、本事業の継続に関して増加費用の発生が予想される場合にあっては、付帯

事業実施企業が当該増加費用の額を最小限とするような対策を検討し、その対策の合理性について

区と協議しなければならない。 

３ 付帯事業実施企業は、法令変更若しくは天災地変等の不可抗力により本協定の有効期間中に発生

した追加費用及び損害額を負担するものとする。 

 

第３章 その他 

（損害賠償） 

第１４条 付帯事業実施企業は、付帯事業の実施に関し、付帯事業実施企業（付帯事業実施企業の協

力者・受託者・下請人等の関係者を含む。）の責めに帰すべき事由により、区又は第三者に損害を与

えた場合には、区又は第三者が被った損害を賠償するものとする。 

２ 付帯事業実施企業は、前項の損害賠償に係る費用負担に備えるため、事業期間中、第三者賠償責

任保険又はこれに相当する保険に加入する等、自己の費用で適切な損害賠償保険に加入しなければ

ならないものとする。 

 

（秘密保持） 

第１５条 区及び付帯事業実施企業は、付帯事業において知り得た相手方の秘密及び付帯事業に関し

て知り得た個人情報について、相手方の同意を得ることなく、これを第三者に開示及び本協定の目

的以外に使用してはならない。ただし、裁判所より開示が命ぜられた場合及び区が法令に基づき開

示する場合は、この限りでない。 

 

（本協定の変更） 

第１６条 本協定の規定は、区及び付帯事業実施企業の書面による合意によらなければ変更すること

はできないものとする。 

 

（準拠法及び管轄裁判所） 

第１７条 本協定は日本国の法令に従い解釈されるものとし、また、本協定に関する当事者間に生じ

た一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（規定外事項） 

第１８条 本協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、必要に応じ区及び付帯事業実

施企業が協議のうえ、定めるものとする。 
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本協定の締結を証するため、本協定を 2 通作成し、区及び付帯事業実施企業が記名押印のうえ、各

自がそれぞれ 1 通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

               （区） 

                                        印 

 

 

 

           （付帯事業実施企業）  〔    住    所    〕 

〔    企  業  名    〕 

〔    代表者職氏名    〕 印 

 


